○美郷町水道施設等整備事業補助金交付要綱

平成18年10月16日訓令第161号

美郷町水道施設等整備事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　町長は、公衆衛生の向上と生活環境の改善を図るため、個人や水道組合（以下「組合等」という。）が行う年次的計画による水道施設等の新設・改修、災害等の突発的事故による緊急的補修に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、補助金等の交付に関する規則（平成18年美郷町規則第48号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（補助金の交付対象事業及び受益者負担）

第２条　補助金の交付の対象事業及び受益者負担は、別表のとおりとする。ただし補助金額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

（補助金交付申請）

第３条　補助金の交付を受けようとする組合等は、規則第３条の規定により補助金等交付申請書（様式第１号）を町長に提出しなければならない。

２　補助金交付申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

(１)　事業計画書（様式第２号）

(２)　収支予算書（様式第３号）

(３)　工事設計書（様式第４号）及び図面

(４)　現状のわかる写真

(５)　位置図

(６)　前各号のほか、町長が必要と認める書類

（補助金交付決定）

第４条　町長は、補助金の交付申請があった場合は、当該申請に係る書類を審査し、補助金を交付すべきと認めたときには、速やかに水道施設整備事業補助金交付決定通知書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。

（計画変更承認申請書等）

第５条　組合等は、次に掲げる場合、計画変更承認申請書（様式第６号）を町長に提出し、承認を受けなければならない。

(１)　事業に要する経費の配分又は事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合

(２)　事業を中止し、又は廃止しようとする場合

(３)　事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合又は事業の遂行が困難となった場合

（軽微な変更）

第６条　前条第１号の規定による軽微な変更とは、次の各号に掲げる変更以外のものとする。

(１)　給水区域、受益戸数の変更

(２)　貯水池、さく井、取水井、ポンプ室、沈澱池、ろ過池、薬品混和装置、混和池、減菌装置及び配水池（以下「工作物」という。）の施設の変更

(３)　施行場所の変更（100メートル以内の変更を除く。）

(４)　工作物の形状寸法及び材質の変更（原設計による該当工作物の能力に変更を生じない変更を除く。）

(５)　導水管、送水管及び配水管の管径、管種等の変更

（着手届）

第７条　補助金の交付の決定を受けた組合等は、工事に着手したときは着手届（様式第７号）を、速やかに町長に提出しなければならない。

（補助金の交付方法）

第８条　この補助金は精算払とし、完成検査合格後、補助金の請求書（様式第８号）による組合等の請求に基づき、補助金を交付する。

（実績報告）

第９条　組合等は、事業が完了したときは、完了後14日以内又は該当年度の３月31日のいずれか早い方の日までに完成届（様式第７号）により町長に報告するものとし、あわせて、事業実績報告書（様式第９号）を提出しなければならない。

２　事業実績報告書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。

(１)　事業実績書（様式第２号）

(２)　収支精算書（様式第３号）

(３)　工事精算設計書（様式第４号）及び精算図面

(４)　工事着手から完成までの経過写真

(５)　請負契約書の写し又は支出証拠書類等の写し

(６)　前各号のほか、町長が必要と認める書類

（補助金交付額の確定）

第10条　町長は、前条により提出された報告書を審査し、補助事業の成果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、補助金の額を確定し、水道施設整備事業補助金交付額確定通知書（様式第10号）により申請者に通知するものとする。

（補助の条件）

第11条　補助の対象となった水道施設等は、常にその機能が良好な状態で保持できるよう維持管理に努めなければならない。

２　町長が行う水道施設等整備工事の現場調査及び完了後の維持管理状況調査について、これに応じなければならない。

（書類の提出部数及び様式）

第12条　この訓令に規定する町長に提出する書類は、１部とし、その様式は規則で定めるものを除き、別記で定めるところによる。

（その他）

第13条　この訓令に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

附　則
この訓令は、公表の日から施行し、平成18年４月１日から適用する。

別表（第２条関係）

	管理区分
	年次的計画によるもの
	災害等の突発的事故によるもの

	
	施設の新設
	施設の改修
	受益者負担
	復旧のための緊急的補修
	受益者負担

	行政管理水道(簡易水道)
	料金収入を得て、行政が管理している施設
	料金収入を得て、行政が管理している施設
	なし
	台風災害等による、施設の復旧
	なし

	地元管理水道(簡易水道)
	地元水道組合等が料金収入を得て運営している簡易水道施設の新設
	地元水道組合等が料金収入を得て運営している簡易水道施設の改修
	事業費の10％を基準とする。(注１)
	台風災害等による、施設の復旧
	同上。ただし３年以内に行政管理水道に移管することが条件。(注２)

	飲料水供給施設(簡易給水施設含)
	行政の運営、管理義務が伴わない、飲料水供給施設等の新設
	行政の運営、管理義務が伴わない、飲料水供給施設等の改修
	事業費の10％を基準とする。
	台風災害等による、施設の復旧
	事故１回につき受益者１戸当たり10千円か補助対象工事費の５％のいずれか安い額とする。(注３)

	個人管理水道
	行政の運営、管理義務が伴わない、個人管理水道の新設
	行政の運営、管理義務が伴わない、個人管理水道の改修
	
	台風災害等による、施設の復旧
	


注１　行政管理水道（簡易水道）に移管する前に地元から要望があった場合であり、受益者一戸あたりの負担額が10万円を超える場合は10万円とする。ただし、従前施設に施工時の瑕疵があるなど、町長が特に認めた経費についてはこの限りではない。なお、行政管理水道（簡易水道）に移管することが確実な場合で、改修等を行う場合の地元負担金はなしとする。

注２　合併後３年以内（平成20年12月末まで）

注３　補助対象工事費の基準額を、一戸当たり200千円とする。原則として基準額を超える部分は自己負担とする。なお、激甚災害等で町長が特に認める場合は、補助対象経費の基準額を400千円とすることができる。

注４　用語の定義

①施設の新設　現在の施設を全面的にやり替える場合を指す。

②施設の改修　現在の施設の機能を一部分を残して活用する場合を指す。

③復旧のための緊急的補修　飲料水供給のために最低限必要な工事費を指す。従って災害復旧に便乗して行う工事は対象外。
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